
基準値 目標値 達成

- 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 27年度

- - - - 93% 56% 100%

- - - 100% 100%

基準 目標 達成

- 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

- - - - 78件 147件 143件

- - - - 147件

施策の分析

平成27年度復興庁政策評価書（事後評価）
（復興庁27－⑤）

施策名 「新しい東北」の創造に係る施策の推進

施策の概要
復興を契機として、人口減少、高齢化、産業の空洞化といった日本全国の地域社会が抱える課題を解決
し、我が国や世界のモデルとなる「創造と可能性のある未来社会」としての「新しい東北」を創造する。

達成すべき目標
「新しい東北」先導モデル事業により、被災地における先進的な取組を加速するとともに、官民連携を推進
する新たな仕組みの構築により、人材派遣や民間投資を促進する。

施策の予算額・執行額等

区分 25年度 26年度 27年度 28年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 1,122 1,698 1,388 996

補正予算（b） - - - -

繰越し等（c） - - （※記入は任意）

合計（a＋b＋c） 1,122 1,698 1,388

執行額（百万円） 1013 1,551 1,207

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

「「新しい東北」の創造に向けて（提言）」（平成26年４月18日　復興推進委員会）
平成28年度以降の復旧・復興事業について（平成27年６月24日　復興推進会議決定）

測定指標

「新しい東北」先導モデル
事業において成果目標

（案
件ごとに設定）が達成され

た案件数

年度ごとの目標値

「新しい東北」官民連携推
進協議会運営事業におけ
る①取引開始、雇用確保、
新規投資等に結び付いた

件数（投融資促進分科
会）、②成果目標（案件ご
とに設定）が達成された案
件数（地域づくりネットワー
ク）、③マッチング等による
被災地企業の経営課題解
決件数（企業連携分科会）

の合計値

年度ごとの目標

評
価
結
果

相当程度進展あり（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

「新しい東北」先導モデル事業において、各事業者が設定した目標について達
成できなかった事業者も見られたが、各事業において官民の連携による新た
なネットワーク構築や、地域課題の解決に繋がる成果が見られた。また、「新し
い東北」官民連携推進協議会の各分科会の取組が、被災自治体や被災地企
業における課題解決に繋がったため、相当程度進捗ありと判断した。

「新しい東北」先導モデル事業において、当初各事業者において設定した目標が達成されなかった事業が
見られたが、各事業における取組の成果として、被災自治体において先進的な取組が進展しており、今
後、こうした取組の普及・展開が必要。インフラや住宅等（ハード）における復旧が進みつつある中、今後の
復興において「まちのにぎわい」を取り戻すためには、産業・生業の再生やコミュニティの形成等の「人々の
活動（ソフト）」の復興が必要であり、上記のような地域課題解決に向けた先進的な取組等の促進のための
プラットフォームとして、「新しい東北」官民連携推進協議会は有効に機能している。

目標達成度合いの
測定結果

次期目標等への
反映の方向性

実績値

未達成

達成

施策の進捗状況（実績）

【施策】
これまで、「新しい東北」先導モデル事業により企業・大学・NPO等、民間の人材やノウハウを最大限活用
しながら、被災地において全国のモデルとなる先進的な取組を推進してきたところ。今後は、「新しい東北」
官民連携協議会における活動等を通じ、先進的な取組や地域での持続的な取組を促進するための関係
者の交流・連携の促進及び風化・風評被害対策も念頭に東北に関する情報発信等を実施する。また、そ
れぞれの分科会において、起業や新規事業の立ち上げ等に向けた支援、民間投資を促進する。

【測定指標】
官民連携推進協議会運営事業に関して、引き続き「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業における
①取引開始、雇用確保、新規投資等に結び付いた件数（投融資促進分科会）、②成果目標（案件ごとに設
定）が達成された案件数（地域づくりネットワーク）、③マッチング等による被災地企業の経営課題解決件
数（企業連携分科会）の合計値を測定指標とする。



政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

-

担当部局名 総合政策班
　作成責任者名
　 （※記入は任意）

参事官　久保田誉 政策評価実施時期 平成28年８月

学識経験を有する者の知
見の活用

-
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